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Explanation and Analysis
Child Health in Day-Nurseries and Day-Nursery Guidelines
TAKANO Akira
On March 28, 2008, the Day Nursery Guidelines (hereafter “Guidelines”) were revised. The author
was fortunate to have the opportunity of participating in the work of revising the Guidelines three
times, including this most recent time. This latest revision was conducted in accordance with a Ministe-
rial notice and involved not simple day nursery guidelines but their most basic functions. Regarding the
Guidelines revised in such circumstances, this paper explains in particular the sections which have the
deepest connection with health and safety in day nurseries. It understands the meaning of children’s
health in day nurseries and on that basis discusses health and safety that is necessary practice in day
nurseries.
The Guidelines define “hoiku (day care)” as the integration of “nurture and protection” and “edu-
cation.” If one considers “education” from the viewpoint of child health, I would like to interpret it as
the provision of knowledge and skills to children as the maintenance and advance of the child's health
is established. On this basis, children can themselves learn to work at maintaining and advancing their
health.
Child health in day nurseries is the realization of the support in child raising that is most sought by
parents and families. The author hopes that the significance of the most recent revision will be properly
understood so that the care staff at day nurseries, especially the young care staff, will have a deep
interest in the health of children.
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1．緒　言
今日、子育てについて論ずるとき、「保育」
を除外することはできない。すなわち、家庭以
外の場における子育て、家族以外の人による子
育てが、決して不思議ではないという時代であ
る。そして、その子どもたちの健康上の問題に
ついても、今日のこのような子育ての実態の下
において論じなければならないことはいうまで
もない。家庭以外の場所で育てられる子どもの
多くは、いわゆる保育所に通っている。保育所
は、古くから、子育て支援の拠点として、子ど
も家庭福祉の中心的な存在であり、ある時期に
おいては、保育所の設置が児童福祉そのもので
あるかのごとき様相を見せ、雨後の筍のように
各地に保育所ができ、都会の保育所には地方か
ら保育士またはその候補が呼び集められた。
その後、認可保育所の数は、多少の増減の推
移をみせながらも全国で約23000か所あり、そ
こに通っている子どもは約212万人といわれて
いる。少子化のあおりを受け入所児童数の減少
が見られる地域もあるものの、都市部では保育
所に入りたくても入所できない子ども（俗に待
機児童といわれる）が多い地域も、特に都市部
に認められる。このように、今日の子育てとそ
れに伴う子どもの健康をいろいろな角度から考
えるとき、どうしても「保育」を避けて通るこ
とができない事態に立ち至っているといっても
過言ではない。
また、2008年3月28日に保育所保育指針が改
定された。保育所保育指針（以下、指針という）
は、保育所で行われる保育のガイドラインとし
ての意味をもって活用されてきた。しかし、今
回の改定には、これまでの2回の改定とは大き
く異なった事情があった。筆者は、今回も含む
3回の指針改定の作業に参加する機会に恵まれ
たが、今回の改定の作業ほど緊張感を持って参
加したことはなかった。というのは、今回の改
定された指針は大臣告示となったのである。大
臣告示になったことは、これまでとは法的にも
大きな違いがあり、一種の「締め付け」ができ、
最低基準的機能をもったことになる。このよう
な背景のある改定された指針について述べると
ともに、この度の改定指針のなかの特に保育保
健に関係深い部分を解説し、それが保育所の子
どもの健康管理においていかなる意義を持つか
について、言及することにしたい。
指針では、保育とは、［養護］と［教育］の
一体化されものと定めている。そして、［養護］
は、子どもの生命の保持と情緒の安定を図る保
育における活動と定義されている。これは、保
育における子どもの健康の保持増進を図ること
であり、保健活動に相当するといっても過言で
はない。一方、子どもの健康という観点から
［教育］について考えると、それは子どもの健
康の保持増進が確立されるように、子どもに対
する知識とスキルの提供であり、それによって、
子ども自身が健康の保持増進に努めることがで
きるようになることと解釈したい。
保育現場においては、特に若い保育士におい
ては、子どもの健康については余り関心がもた
れていないことは否定しない。しかし、これで
は大変困ることも認識してもらうためにも、今
回の改定の意義を十分に理解されたいので、本
稿の執筆の依頼を受けた。
2．保育の対象の子どもとは
2.1 子どもの医学的特徴
保育所の子どもの健康管理、すなわち保育保
健について記述する前に、我々が対象としてい
る保育園児（一般的な子どもという表現でお許
しいただきたい）について、主として小児医学
的または小児保健学的な特徴について、確認し
ておきたい。
（1）子どもの年齢別名称
精子と卵子の受精後、一つの生命体が生じる
が、その初期を胎芽期といい、その後出生まで
を胎児期という。この時期は母体内で生活して
いるが、胎芽期には奇形等の発生の危険性があ
り、胎児期には胎児の発育障害が生じることも
ある。このことは、場合によっては、その人の
生涯の生活や健康上の問題の発生要因にもなり
かねない。胎児は、分娩によって母体から離れ、
一個の個体として生活を始め、生後28日未満
を新生児期という。この時期は、生後でもっと
も未熟性が強く、死亡も起こりやすい。
新生児期を含む生後1年未満を乳児期という。
まだまだ心身の未熟性が強く、疾病異常の罹患
頻度も高い。しかし、心身の成熟の程度も著し
く、体重は1歳に至るころには出生時の3倍に、
身長は同じく1.5倍にまで増加する。また、精
神運動機能の発達も著明で、言語や歩行という
人間としての基本が形成される。その後の就学
前の時期を幼児期という。さらに、心身の成熟
が進み、運動機能では巧緻性、精神発達では知
的発達・言語発達が顕著に進み、さらに社会性
の発達など分化された発達を見せる。発育は継
続して見られ、乳児期のように急速ではなく、
体重は乳児期1年間で増えた量が幼児期3年間
で同量増え、身長は生後4年に至って出生時の
2倍になる。
さらに、就学以降の子どもは、児童・生徒と
学校では呼ばれている。また、思春期という性
成熟に伴って発育・発達が再び旺盛になる時期
（二次急伸期という）を迎え、成人に達する。
思春期は全ての子どもに一律の共通した年齢区
分を示すことはできず、その発来時期には個人
差が大きい。
（2）子どもの医学的・保健学的特徴
子どもの時期（小児期）の簡単な特徴を挙げ
たが、そのなかで共通した特徴は、心身の未熟
性が認められることである。しかし、子どもは、
いつまでも同じ未熟な状態に留まっているので
はなく、成熟に向かっていることも特徴である。
すなわち、発育・発達という現象が見られるこ
とである。これが、子どもの特徴の最大の特徴
といえる。なお、発育とは身体の形態面の成熟
過程をいい、発達とは機能面の成熟過程を指
す。
さらに、子どもの特徴で欠くことのできない
ことの一つに、成人でも個人差はあるが、個人
差が大きいことが挙げられる。子どもの個人差
の形成要因には、先天的要因と後天的要因を挙
げることができる。先天的要因は主に遺伝的条
件であり、後天的要因には出生後に子どもが獲
得した条件で、子どもに対する養育状態、子ど
もの罹患状況、子どもの生活の場の条件が挙げ
られる。そして個人差は、子どもが未熟なとき
には先天的要因の影響が強く、加齢とともに後
天的要因が強く関与するようになる。
子どもの時期には、いろいろな疾病異常に罹
患する。特に、子どもに特有の疾病異常がある。
その代表は、先天異常といえる。先天異常の種
類も多く、当然原因も複雑である。先天異常は、
子どもの時期だけではなく、生涯を通じた問題
として対応すること必要がある。しかし、何と
言っても、子どもの病気で最も問題にされるの
は感染症であろう。感染症は、出生時から認め
られるが、乳児期においては先天免疫が感染症
の罹患状況に影響を与えることが知られてい
る。子どもの時期に罹りやすい感染症は、一般
に年長になってから罹患すると、重症化するこ
とが多い。近年、大学生に麻疹が流行し、多く
の問題を提起したが、これも現代の特性といえ
る。
子どもは、幼弱ほど、未分化で、心身の未熟
性が強いことは言うまでもない。その特性が、
疾病異常の原因となり、病状の強弱を支配し、
予後の決定因子ともなる。そのために、子ども
に対しては、個々の子どもの心身の状態に応じ
た適切な「育て」が必要となる。その「育て」
が不適切なときには、病気の原因ともなり、い
ろいろと子どもの健康に対する影響因子として
作用する。今日、虐待が大きな社会問題になっ
ているが、これも「育て」に基づく問題の一つ
でもあろう。
また、最近には、子どもの心の健康障害が問
題視されるようになり、その発症も若年化して
きていることも、大きな特徴といえる。この心
の健康に関しては、先に述べた「育て」が疾病
異常の発生の要因となっていることが多いこと
も認識しておきたい。
このような特徴をもつ子どもが保育の対象と
なっている。
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2.2 子どもの健康とは
子どもという存在は、上記のような特徴をも
つ。ここでは、その子どもの健康について考察
したい。
一般に、健康の定義は、WHOの健康の定義
が、全世界的に通用している。すなわち、健康
な状態とは、「単に、病気に罹っていないとか、
虚弱な状態ではないというだけでなく、身体的
にも、精神的にも、さらに社会的にも完全に良
好な状態（well-being）にあること」と示され
ている。以前に、spiritualにも良好な状態を加
える動きがあったが、それについては否定的な
意見があり、採用にいたらなかった。
そこで、この定義を子どもに当てはめること
にしたい。その際、子どもの最大の特性である
「発育（成長）・発達」の概念を基盤にして考
えることにする。
①一人ひとりの子どもの持つ諸条件（個人差
といってもよい）に応じて、その子どもな
りに順調な発育・発達がみられること、
②その子どもの発育・発達状態に応じた生活
が支障なく実践されていること、
③その生活が次の段階の発育・発達の促進の
基盤になっていること、
と、この3つの状態が全うされていることが、
健康な子どものすがたであると筆者は定義付け
ている。
子どもにとって発育・発達が阻害されるとき
には、いろいろの原因が考えられるが、その中
でも最も重要なことは、疾病の罹患であろうし、
病気でないにしても、子どもには何らかの「異
常」事態、子どもにとって好ましくない事態が
発生しているものと考えられる。このことは、
子どもにとって決して望ましくないものといえ
る。まして、その子どもなりに可能な生活（発
育発達に応じたQOLが確立していることにな
る）ができないことに対しても、種々の要因が
考えられるが、健康上の問題が影響しているこ
とが多い。
子どもの順調な発育・発達が促されるとき、
子ども自身が行っている生活そのものが発育・
発達の促進に対する重要な要素になっているも
のといえる。一人一人の子どもにとって適切な
生活が営まれることによって、生活リズムが確
立され、子どもの健康は保持され、その結果と
して、個人差はあるものの順調な成熟過程を進
む（順調な発育・発達が認められる）ことにな
る。
子どもの健康な生活にとっては、何と言って
も、その発育・発達状態に応じた生活リズムの
確立が基盤である。生活リズムとは、食事、睡
眠、活動（例えば、遊びなど）の三者によって
形成される。食欲の有無には健康状態が影響す
るとともに、睡眠や日常の遊び等もかかわる。
適切な食欲がみられることは、その子どもなり
の健康が保持されており、その子どもがよく遊
び、ぐっすりと眠ることができた証ともいえる。
これは、健康な子どもの姿に他ならない。
そこでもう一つ、子どもの健康の特徴につい
て言及しておきたいことがある。それは、子ど
もの健康なときに見られる状態、健康状態の現
れ方に関することである。この点についても、
子どもの特徴が明確に現れる。すなわち、子ど
もは未熟性と未分化性が強いこと、発育・発達
現象がみられること、個人差が大きいこと、こ
の特徴が、子どもの健康状態に関する影響要因
として挙げることができる。
3．保育保健の意味するところ
3.1 保育保健とは
保育所においては、子どもは健やかに過ごせ
ることが期待されている。その根底には、子ど
もの生命の保持の保障がある。この生命の保持
は、子どもが保育所に出席している時間帯だけ
保障されていることを意味しているのではな
く、子どもが保育所に席をおいている全ての期
間中において、健康に生活できることを意味し
ている。子どもが健やかに過ごすことができる
ようにする活動や実践を保育保健といってもよ
いのではなかろうか。
今日の保育所の機能からみて、保育所入所中
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の子どもに限らず、地域における子育て中の家
族に対する支援も求められている。それ故、健
康についても支援が求められている。その機能
の充実に向けては、子育て支援を地域保健との
関連性を持たせる必要がある。この意味からも、
保育保健は、母子保健の重要な位置を占めてい
ることになる。換言すれば、今日の母子保健で
は、保育保健を避けることができない事態にな
っている。これは保育保健の重要な方向性とし
て認識されたいことであるが、現実には大きな
困難さを認めざるを得ない。
もう一つ強調したいことは、保育所は、一人
一人の子どもにとっては、それぞれの子ども個
人の生活の場所であると同時に、複数の子ども
の集団の生活の場所でもある。その集団は、い
ろいろの条件の子どもによって形成されてい
る。先ず、産休明けの乳児から就学前の幼児ま
でという年齢に大きな幅があること、一人一人
の発育・発達状態に差異が見られ、さらに健康
状態にも違いが認められる。そこで、子どもの
健康についても、個としての子どもに限定する
ことなく集団としての子どもの健康についても
適切に対応できなければならない。この点は、
保育保健において最も重要であり、家庭におけ
る子育てとは大きく異なる。
3.2 保育保健の必要性
（1）保育における子どもの健康が意味すること
保育保健の必要性について、先ず、保育園児
の健康障害の発生に伴う影響に基づいて解明し
たい。ここでは、一人の園児に、健康障害が発
生した場合の影響を考えてみたい。この健康障
害は、保育の現場では、感染症が最も多発する
ので、感染症を例にして追究したい。
一人の園児がある感染症に罹患した。その罹
患した園児にとっては、大きな問題の発生であ
ることは言うまでもない。罹患中は、その子ど
もの生活とその後の発育・発達や健康状態に何
らかの影響が及ぶことは否定できない。もちろ
ん、治癒すれば、平常の生活が確保され、多く
の場合、発育・発達については「取り戻し現象」
（catch-up現象）が認められ、次の段階の発
育・発達を見せる。子どもの発病は、その園児
の保護者や家族にも影響が及ぶ。保護者は、子
どもが病気になれば、身体的、精神的、時には
経済的な影響が生じ、いろいろな形で、保護者
の就労関係における社会的責務への影響も発生
する。そうであれば、園児の健康問題は、社会
的影響も持つことになることを認識しておきた
い。
さらに、同じ保育園の他の子どもたちも影響
を被ることも少なくはなかろう。そのようなと
きには、その子どもの保護者や家族にも上記と
同じような問題が発生する。また、保育者にも
影響が及ぶこともあろうし、その結果として、
保育そのものへの影響もみられることもある。
保育園という特性から、休園措置をとることは
できないので、広く影響が及ぶことも否定でき
ない。
加えて、地域の子どもたちへの影響も発生す
る危険性のあることも否定できない。ある地域
内での病気の蔓延という事態に立ち至り、地域
保健としての問題に対応しなければならないこ
とになる。
上記のように、一人の子どもの健康問題の波
及が、個（子どもの本人とその保護者・家族）
だけでなく、「公」にまでも及ぶ。その「公」
とは、他の保育園児自身とその保護者・家族、
保育者、地域住民（子どもと大人）の人的条件
とその人の社会的責務に関することといってよ
かろう。
このように、保育という現場での子どもの健
康問題の広がりは非常に大きいことを確認して
おきたい。
（2）集団の利点
子どもが集団を形成しているという保育の場
は、子どもの健康にとってすべて悪い影響だけ
をもたらすのではない。集団を形成しているこ
とが、子どもの健康管理を実践するときに、有
利に作用することも決して少なくはない。すな
わち、集団を利用して、家庭ではできないよう
な健康管理を実践することができる。例えば、
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集団を利用した健康教育、安全教育、食育等が
可能となる。
健康教育の一例を挙げる。仲良しの友達が、
病気や怪我で保育所を休んで一緒に遊べない寂
びしさを経験したとき、元気な子どもは「子ど
もなりに健康」を自覚する。そして病気になら
ぬようにする方法も習得できる。
保育所での食事は、園児が揃って摂る。日本
人は「同じ釜の飯」が好きだが、保育所の給食
では、子どもの発育・発達状態に応じた食事が
提供されるが、文字通り子どもたちは同じご飯
を食べている。子どもに「平等」な気持ちを育
てるためというが、保育所の食事においては時
には個が犠牲にされる危険性も潜んでいる。ま
た、食事は、子どもにとっては、心の健康づく
りに役立つが、その場合も、皆と一緒に楽しく
食べたという気持ちが大きく左右している。友
達と一緒に食事をするときには、偏食の予防や
食欲増進の意味において、よい意味での子ども
同士間の競争意識を育てることができる。しか
し、全てが好ましい事態を形成するとはいえず、
皆と一緒に食べることが苦痛になることあるこ
とを認識しておくことも忘れてはいけない。
安全教育の実施において、友達と一緒に楽し
く遊ぶことによって、危険なことを認識したり、
危険を回避する能力が身につくことも多い。
このように、集団だからこそ、身に付けること
ができる知識やスキルがある。これこそが、保
育の基盤である「養護」と「教育」の真髄であ
ろう。
（3）保育保健の必要性
子どもの生命の保持は、保育においても何よ
りも大切な活動であり、保育の基本でもある。
生命が失われるような事態の発生は、保育に限
らずいかなる場合においても、避けなければな
らない重大な問題である。まして保育において
は、子育て支援を基本的機能としている施設で
あることから、子どもの生命が守られない、守
ることができない保育は、子育て支援の役目を
果たせないのではなかろうか。保護者の立場で
言えば、子どもの生命が保持されていること、
すなわち、子どもが健康で過ごしていることは、
何にも変えがたい子育て支援であろう。この意
味からも、保育保健は絶対に必要である。
次に、今日の子育ての実態や子どもの健康を
めぐる諸条件から、保育保健の必要性について
検討したい。
基本的には、保育保健は、一人一人の子ども
の健康管理の実践と保育所全体の子どもの健康
管理にとって必要である。一人一人の子どもの
健康管理が的確に実践されていれば、園児全員
の健康管理が可能になるはずである。さらに、
今日の保育所入所中の子どもの生活実態（保護
者や家族の生活と密接な関連がある）の多様性
からみて、十分な健康管理が望まれることが強
調できる。加えて、今日の園児の健康状態も、
慢性疾患をもつ子ども・障害をもつ子ども・低
出生体重児などと、多様性を帯びているので、
そのQOLの確立に必要なきめ細かな健康管理を
展開する必要がある。また、これらの子どもを
育てている保護者や家族にも健康上の問題を持
つ場合が多くなり、より厚く子どもの健康上の
ケアを求められることも多くなった。
また、長時間にわたる保育、障害を持つ子ど
もの保育、夜間保育、一時保育、などの保育形
態の多様性に応じた健康管理の必要性、保護者
の就労形態の多様化に応じた健康管理の必要
性、育児不安を持つ家族の増加、虐待の多発等
に伴う広い範囲の子育て支援として、社会の要
請に応えるために、充実した健康管理が求めら
れている。
このように、今後は益々、保育保健の必要度
が高じていくことが予測されるので、広く保育
保健に関する理解を深めることが必要であろ
う。
3.3 保育保健の内容
（1）具体的な保育保健の内容
子どもの生命の保持を図ることを目的とする
場合、その具体的実践内容は多岐にわたる。そ
の最も基本的な内容は、子どもの生活リズムの
確立を図ることであるが、これは子どもの健康
増進を図ることにつながる。すなわち、生活リ
ズムの確立とは、子どもの発達状態に応じて、
元気よく遊び、その結果として規則正しく食事
（授乳を含む）ができ、ぐっすりと眠ることで
ある。これは、保育所生活と家庭生活との両面
において確立されなければならないことであ
り、このまま、子どもの健康増進の具体的方法
であるとともに、保育保健の基本である。
この基本を確立させる上で、保育現場では、
栄養摂取と食生活の確立（食中毒を含む）・食
育、疾病への対応とその予防、事故への対応と
その防止、環境保健の実践、などを行う。これ
らの実践は、保育所と家庭との連携によってよ
り充実したものになり、保育所と家庭と協働し
て実践しなければならない。それは、何も、保
育所と家庭とが同じことを行うのではなく、保
育所の行うべきことと家庭が行うことを明確に
区分して実践することである。
（2）日常の保育における保育保健
保育保健の主体は、日常の保育所における保
育を通じて実践されなければならない。それは、
「子どもの様々な欲求を満たす」ことと、指針
にも記述されている。しかし、これを適切に実
践するためには、次のことが正しく守られなけ
ればならない。すなわち、子どもの欲求の内容
の理解、欲求の満たす時期と満たす方法（手段）、
満たす量、を確認できることである。このため
には、保育を行う人（保育士だけではない）が、
保育の対象の子どもを適切に把握していなけれ
ばならない。
その把握すべき事項は多いが、特に、子ども
の健康状態を含む心身の状態、家庭での生活事
態、季節や場所の環境条件などである。この把
握された条件に応じて、子どもの欲求が満たさ
れたならば、子どもは身体的、精神的に安定し、
健康の保持増進が図られ、病気に罹らず、事故
を防ぐことができる。これは、保健活動にほか
ならない。換言すれば、生命の保持と情緒の安
定を図り、保育という手段を講じて、子どもの
健康・安全を守ることになる。筆者は、これを
「保育イコール保健（保育＝保健）」と呼ぶこと
にしている。これは、主として保育士の役割で
あるが、当然のこととして、専門的な知識やス
キルの活用も求められることがあり、その場合
には、看護職等の専門職との密接な連携が不可
欠である。
（3）専門性が要求される保育保健
保育保健活動は、子どもの健康に関する活動
であるから、当然のこととして小児医学・小児
保健学・小児栄養学・小児看護学、等による専
門性が基盤になっていることはいうまでもな
い。適切な具体的活動の実践にあたっては、そ
れらの知識とスキルが必要となることも多い。
これを担当する職種は、嘱託医・看護師を中心
とする看護職・栄養士等である。特に、今日で
は子どもが有する条件に加えて社会的要請に基
づく保育保健の拡大に対応すべき事柄が非常に
多くなっていることは否定できない。
嘱託医の専門的機能には、当然、医学的また
は歯科学的知識と技能が要求される。その中で
も健康診断が最も重要な任務と多くの嘱託医が
了承している。その他、園児において疾病や傷
害が発生した時における治療や処置、園児や保
護者または職員に対する健康教育や医学観点か
らの指導、等が挙げられる。
看護職（保健師・助産師及び看護師）による
専門的実践は、現時点では次の二つに区分せざ
るを得ない。その一つは、乳児保育の要員とし
ての専門性の発揮である。もう一つは、看護職
本来の小児看護に基づく専門性である。乳児保
育においては、乳児の未熟性に伴う養護におけ
る保健学的内容が適切に実践されることを求め
ている。しかし、その場合、乳児保育を実施し
ていて看護職の配置されている保育所では、看
護職本来の業務である保健的役割は必ずしも重
要視されていないにもかかわらず、現実では
「健康のことは、看護師さんに任せてある」と
いう実態である。しかし、保育現場における看
護職は、子どもの疾病異常や傷害が発生したと
きの処置、健康診断時の介助と嘱託医に対する
園児の健康に関する情報提供・結果の記録とカ
ンファレンスの運営、身体計測、健康観察とそ
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の結果の判定と医師等との連絡、園児-保護者
に対する健康教育・保健指導、保育所の職員に
対する指導、等と多くの役割を持つ。
さらに、栄養士は、給食の献立作成をはじめ
とする給食全般を取り締まる。また、今日では、
食育にも役割を持つ。
これらの外に、障害を持つ子どもの保育、病
児・病後児保育においては、専門的な対応が不
可欠であることはいうまでもない。しかし、全
ての保育所に看護職や栄養士が配置されている
とは限らないのが現実である。
3.4 保育所における保育保健の専門職
今後、保育保健の充実に向けてその領域の専
門職の役割は、多くなるものと思われるので、
保育保健の専門職について確認をしたい。なお、
ここでいう専門職とは、嘱託医、看護職、栄養
士に限定したい。
（1）嘱託医
嘱託医は、児童福祉施設最低基準によると、
保育所には必ず配置しなければならないことに
なっている。嘱託医は、健康診断（児童福祉施
設最低基準には年2回実施するように定められ
ている）を中心とする主に上記のような任務を
果たす。筆者が主任研究者を勤めた「保育所に
おける保健衛生面の対応に関する調査研究」班
における調査結果では、嘱託医の約20％が小
児科医に過ぎず、嘱託医の7割が年に2回しか
保育所に行かないことが判明した。換言すれば、
嘱託医は、健康診断のとき以外には保育所には
行かないことになる。しかし、嘱託医は、子ど
もの発育・発達が理解でき、それは生活と結び
付いていることを十分に理解している小児科医
であることが望ましく、原則としては、保育保
健の専門性が発揮される中心的な人材のはずで
ある。ということは、年2回だけ保育所に「顔」
を出せばよいということにはならないと思われ
る。ただ、すべての嘱託医がこのような実態で
はない。保育所の入所の子度もの年齢構成等を
考慮して、毎月保育所に「顔」を出す嘱託医も
決して少なくはないことは強調しておきたい。
また、嘱託医のなかには、余り保育指針を理解
していないものがいることも多いことは、非常
に残念である。
また、保育所内においても、嘱託医があまり
「頼り」にされていないという実態も調査の結
果に示された。例えば、体調不良の子どもが発
生したときの対応が嘱託医の指示よりも園長の
指示によることが多いこと、アレルギー疾患の
園児に関する保育所における対応は当該園児の
かかりつけ医によることが多く、同じように障
害を持つ子どもの場合も、療育機関や保健所等
との連携が多いことが認められた。この結果か
ら、保育所では、子どもの健康上の問題に関す
る対応では、必ずしも嘱託医の指示ではなく、
当該園児のかかりつけ医または専門機関の指示
を期待していることがわかる。これはすべて、
嘱託医のレベルの問題ではなく、むしろ子ども
にとってより専門的対応を期待する保育所の姿
勢といえる。この結果、嘱託医は、ますます健
康診断の要員としてだけの位置付けになってい
るように思われる。
（2）看護職
看護職とは、保健師・助産師・看護師の総称
である。このなかでも、保育所においては、看
護師の配置が最も多い。そして、法的には、乳
児保育の保育要員として配置されていた。しか
し、乳児保育を行っている保育所の全てに、看
護職が配置されているのではない。今日では、
次第に園児の健康管理を目的とした業務をこな
すように期待されるようになってきている。特
に、今日の重要な保育形態として位置付けられ
ている病児・病後児を対象にした保育では、欠
くことができない人材である。
その看護職の配置状況は、全国規模で全保育
所の2割に過ぎない。我々の研究班の調査によ
ると、保護者や施設長の間では、看護職の配置
は好意をもって認められている。その好評な主
な理由は、保護者では、日常の子どもの健康状
態に関する情報が提供され、大いに役に立って
いることである。また、施設長は、職員に小児
保健学的・小児看護学的知識や技術を活用して
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指導することについて、保育所の保健面の向上
を図ることができると評価している。特に、経
験豊富な看護職は、疾病や傷害の処置だけでな
く、嘱託医よりも先に子どもの異常に気づくこ
とも多く、さらに健康増進の必要性、疾病や事
故に対する予防に関する認識、健康教育や安全
教育の重要性の理解、保育生活を通じて疾病異
常の早期発見が必要であることを理解できるよ
うになっている。まさしく、保育保健の中心的
な担い手としての位置に到達している。例えば、
「保健便り」の発行は、看護職の配置されてい
る保育所のほうが多く、専門性が十分に発揮さ
れている。しかし、この点に関しては、現在在
籍している全ての看護職において可能ではない
ことも事実である。その人達が、今日すでに勤
務している人たちのような質にまで育つには、
看護職の個人的資質にもよろうが、保育保健に
関する意欲に加え、経験と努力がさらに必要で
あると思われる。
なお、保育所に勤務している看護職は、全国
保育園保健師看護師連絡会を結成し、年1回の
学会形式の研究大会を開催し、その質の向上に
努めている。また、今回の保育所保育指針の改
定に際して、解説書の作成にあたってもワーキ
ンググループメンバーとして人材を送り込んで
いる。
（3）栄養士
保育所の子どもの給食を担当する専門職であ
ることは言うまでもないが、今日は、その役割
に広がりが求められることになった。というの
は、今回の改定保育所保育指針に食育の推進が
加えられたからである。
保育所における配置数は、看護職よりも多い。
栄養士の最も重要な任務は、園児の給食の献立
つくりとその調理である。当然のことながら、
保育所には、年齢の異なる子ども、場合によっ
ては、子どもの摂食機能・消化機能の発達状態
に応じた食事（乳汁栄養も含む）の提供の行う
必要がある。それ故、一人一人の子どもの発
育・発達状態を保育士や看護師とともに正しく
把握し、さらに、それぞれの体質や罹患傾向も
適切に把握することが期待される。特に、近年
は、病児・病後児保育が普及するに伴って、子
どもの症状や状態に応じた食事の提供ができる
ことが望まれる。もちろん、子どもの状態に関
しては、医師との密接な連携が必要である。
保護者に対しても、栄養士は「食」を介して
支援ができる存在である。特に、子どもにとっ
て適切な栄養摂取とそれに必要な食生活の重要
さの指導が望まれる。保育現場では、毎日の献
立を紹介することによって、一種の栄養教育が
実践されている。
ただ、栄養士の基礎教育の事態からみて、子
どもの発達健康管理に関する知識が不十分なこ
とが多い。子どもの食事においては、発達状態
や心の健康が大きく関与することが知られてい
るので、栄養士の基礎教育に特に、小児栄養の
領域において活躍したいと思う栄養系の学生
は、子どもの発達や心の健康について十分な知
識を身につけてほしいものである。
今日では、栄養士の任務が拡大した。すなわ
ち、食育の担当者として位置付けられることに
なった。食育の推進が大きな位置を占めるよう
になり、保育との関連性を的確に理解し、栄養
士は自らの能力だけでは不十分なことを認識
し、保育士との密接な連携の下に、保育実践の
機会に食育の推進が可能であることを確認され
ることを期待したい。栄養士だけが食育の立役
者とは思わないで、保育士も適切に実践できる
ことを確認してほしい。
3.5 保育保健の充実に向けて
（1）保育保健の対象の把握・理解
保育保健の実践においては、我々が実施する
保育保健の対象について、いろいろな観点から
の的確に把握し、十分に理解されていなければ
ならない。保育保健の対象は、いうまでもなく、
保育そのものの対象である。
最も基本的な対象は、保育所入所の子どもで
ある。その場合、言うまでもなく、一人一人の
子どもを把握し理解することが必要であるとと
もに、これらの子どもが形成する集団について
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も把握し、理解しなければならない。その場合、
単純に子どもの人数分を足したり掛けたりでき
ないこともある。集団を形成したときに、子ど
もは複雑に変化する。子どもの健康問題にも波
及することは決して少なくないからである。こ
のことは、保育に関する基礎であることは先に
も述べた。
さて、対象である一人一人の子どもについて
は、発育・発達状態、長期的または短期的な健
康状態、既往症、既往の事故歴、予防接種歴、
罹患しやすい病気と現れやすい症状、性格・気
質、等が挙げられる。また、その子どもの保護
者・家族についても把握することが望ましい。
保護者や家族は、園児の健康と生活に影響を与
えるので重要である。その家族構成とそれぞれ
の健康状態、生活実態（経済状態も含む）、就
労状況、子育て観や健康観、等がある。
さらに、地域の子育て支援も保育の重要な役
割であることから、地域の子どもの健康に影響
を及ぼす要因についても把握し、その要因がど
のように子どもの健康に影響しているかを理解
することが望ましい。
（2）保育職員の資質の向上
対象の適切な把握が、保育職員の資質の向上
の一つになることは否定できないが、さらに多
くの事項において向上することが必要である。
保育保健の充実に向けては、当然、保育保健に
関する資質の向上は必須であろうが、保育現場
においては、保健に関する所内研修の実施は必
ずしもも多くない。それは、保健に関する研修
においては、その内容の専門性が強いため、研
修の担当者が得られないことが指摘されてい
る。看護職が配置されている施設では、看護職
が指導者として実施していることが調査結果に
も示されている。また、嘱託医の係わりについ
ても、余り多くは期待できないことも調査結果
から予想される。このために、保健に関する研
修は、多くの場合、外部の研修を交代で受講す
ることになる場合が多く、タイムリーな受講が
期待できないことも予測され、保育保健に関す
る公的な研修期間の増加を期待したい。今回の
改定指針にも、保育士の資質の向上に向けての
研修について提示されているので、今後の研修
の実施とその成果に期待したい。
また、子どもの健康に対処するためには、職
員全体と家庭との連携が不可欠であり、そのき
め細かな連携の確立を図るように心がけること
が必要であろう。
（3）保護者との協働
先にも記述したように、子どもの健康管理に
は、保育所と家庭との密接な連携が必要である。
そのためには、保育所からの保護者への適切な
働きかけとそれに応じた保護者との協働が不可
欠である。そのためには、保護者自身の子ども
の健康に関する適切な意識と実のある行動が求
められる。特に、保護者が、保育所の特性ある
複数の子どもの集団の生活の場であることを正
しく理解することが望まれる。保護者の中には、
「保育所に通っている間の子どもの健康は保育
所が守るもの」という考えを持つものがいるこ
とは事実である。伝染病罹患における出席停止
期間の遵守の意味を「自分に都合よい」ように
解釈する保護者が余りにも多い。保護者間の協
力の大切さを保護者自身が正しく理解できるよ
うな健康教育の確立が必要であろう。これは、
保護者に対する「圧力」ではなく、改定指針に
言うところの保護者支援と位置付けることが必
要である。
（4）保育保健の実施体制の基盤整備
保育保健が適切に実施され、運用されるため
には、保育所における体制整備は必然のこと，
関係機関との密な連携が確立されていることが
必要である。これについては、今回の改定指針
にも記述されている。
公的機関との連携は、先ず、保育所の所在す
る市町村の機関・部署や組織と連携し、必要に
応じて広域的な機関との連携が必要であり、そ
の場合に保育所を所管する市町村の福祉部門、
または必要に応じて保健部門が支援することに
よって、効率ある連携の実効性が挙がるものと
考えられる。
保健医療の機関としては、地域内の医療機関
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（病院・診療所など）・市町村保健センターや
市町村を所轄する保健所・療育機関・医師会
（場合によっては小児科医会）・歯科医師会等、
人材としては医師・歯科医師・保健師・助産
師・看護師・栄養士・心理士等、との連携がで
きるように配慮する。福祉の部門としては市町
村の福祉部署・子育て支援センター・要保護児
童地域協議会・児童相談所等、が挙げられ、特
に、不適切な養育や虐待における予防・早期対
応・再発防止に努めることも必要である。保育
の現場は、これらの虐待等に対応するには適切
な現場であるとされている。それは，日頃から
保護者の困りごとの相談を受けることも多く、
子どもの心身の状態の観察によって早期発見が
可能であるとされる点にある。
このような連携では、各保育所が別々に連携
をとることも必要であるが、同時に地域内の施
設としてとして協力し合うことも必要であり、
そのための基盤整備を図って、より充実した保
育保健を確立することに期待したい。
4．保育所保育指針と保育保健
4.1 保育所保育指針の基本
保育所保育指針（以下、指針という）は、保
育所における保育のあり方を示すガイドライン
として位置付けられている。1948年に児童福
祉施設最低基準が制定されて、保育所の保育が
行われてきていたが、保育の基本的なあり方を
示すものとして、1965年に指針が策定され、
以来、局長通知として活用されてきたが、今回
（2008年3月28日告示）を含め3回の改定が行な
われている。今回の改定の経緯については後に
述べるが、今回は、大臣告示になったことが、
大きな特徴である。なお、2009年4月1日から、
新指針に基づいた保育が実施されることになっ
ている。
これまでの指針はあくまでも局長通知である
ことから、それぞれの施設の固有の保育理念と
方針を示すことには、法的制裁力を持っていな
かった。
この点が、幼稚園教育要領との差異である。
今回の改定により、指針は告示化されるに至っ
た。指針が告示化された場合、法的な重みが変
わり、最低基準的な意味合いを持つことになっ
た。
指針に提示されている「保育」の基本とは、
「養護」と「教育」の一体化されたものであり、
さらに指針には、各保育所は指針に示された保
育の基本を踏まえて、それぞれの保育所の実情
に応じて、保育に関して創意工夫を図るように
とも記述されている。
4.2 保育所保育指針の改定の方向性
（1）指針の改定の経緯
今回は3回目の改定である。先にも述べたよ
うに、今回からは、局長通知ではなく、大臣告
示である。
改定にあたっては、過去の場合と同様に、幼
稚園教育要領の改訂と同時期である。これには、
所轄の省庁が異なるので、改定を同時期に行う
必要はないという意見も見られる。これは、官
庁の「縦割り意識」というもので、同年齢の子
どもを育てる場合に、保育所と幼稚園における
「差別」があってはならぬことも事実であろう。
今回の改定においても、両方が同時に行われた
ことはいうまでもない。
改定は、時代の条件に即したものであること
は当然のことである。特に、保護者や家族の子
育て実態や子どもの生活環境の変化に応じて、
適切な保育が提供されることが背景となってい
る。そこには、保育所に質の高い保育の実践が
要求され、さらに子どもの保育のみならず保護
者支援の必要性が大きくなっていることも改定
に向けての重要な背景になっている。
（2）改定の内容
今回の改定は、告示化されたことを受けて、
内容の「大綱化」を図っていることである。こ
れまでの指針（2009年3月31日まで用いられる
現行の指針）の構成は、13の章からなってい
たが、7つの章に構成されている。
さて、改定の基本的内容については、厚生労
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働省は、大きく5つに区分されて示している。
その主な内容については、厚生労働省の資料に
基づいて示すと、以下のようである。
①保育所の役割
・保育所の役割―目的・理念、子どもの保
育と保護者支援
②保育の内容、養護と教育の充実
・養護と教育が一体的に展開される保育の
特性の明確化
・養護と教育の視点を踏まえた保育のねら
いと内容の設定
・保育の内容に大綱化、改善・充実
・誕生から就学までの長期的視野を踏まえ
た子どもの発達の道筋
・健康と安全及び食育の重要性、全職員の
連携と協力による計画的な実施
③小学校との連携
・保育の内容の工夫、小学校との積極的な
連携、子どもの育ちを支えるための資料
の送付と活用
④保護者に対する支援
・保育所の特性や保育士の専門性を活かし
た保護者支援
・子どもの最善の利益の考慮、保護者とと
もに子育てに関わる視点、保護者の養育
力の向上等に結び付く支援の重要性
⑤計画・評価、職員の資質向上
・保育実践の組織性と計画性を高めるため
の「保育過程」の編成
・自己評価の重要性、評価結果の公表
・研修や職員の自己研鑽等を通じた職員の
資質向上、職員全体の専門性の向上
・施設長の責務の明確化
である。
それを受けて、改定された指針は以下のよう
に構成されている。すなわち、
第1章：総則、
第2章：子どもの発達、
第3章：保育の内容、
第4章：保育の計画及び評価、
第5章：健康及び安全（筆者が主査となり、
小児科医、栄養学の専門家が担当）、
第6章：保護者に対する支援、
第7章：職員の資質向上、
である。
なお、本稿では、筆者の専門性に基づき、ま
た改定の作業やそれに伴う解説書作成において
第5章の主査を務めた関係から、第5章「健康
及び安全」の章に関した解説を述べることにす
る。もちろん、他の章において保育保健に関わ
りのある箇所についても解説したい。
4.3 保育所保育指針における保育保健の位
置付け
今回に改定においては、子どもの健康に関す
る位置付けは、決して低くはなく、むしろ高い
ものといってもよかろう。いものといえる。単
純に新旧の軽重を、指針の章の数だけで比較す
ることはできないが、旧（現行）の指針の構成
は13の章から成っているが、大綱化された新
指針では7つの章から成っている。その中で、
「健康と安全」に関する章はともに1つの章を占
めている。新旧の指針の中で「健康と安全」に
関する章が占める割合は、1/13と1/7である。
新旧とも他の章にも、子どもの健康に関連する
記述が多い。例えば、「第3章：保育の内容」に
おいては、領域「健康」の項の多くは、子ども
の健康の保持増進に関する具体的内容であるこ
とはいうまでもない。
もちろん、保育保健の重要性は、指針の構成
における章の数だけで決まることではない。第
5章の書き出しには、「子どもの健康及び安全は、
子どもの生命の保持と健やかな生活の基本であ
り、保育所においては、一人一人の子どもの健
康の保持及び増進並びに安全の確保とともに、
保育所の子ども集団全体の健康及び安全の確保
に努めなければならない。また、子どもが、自
らの体や健康に関心を持ち、心身の機能を高め
ていくことが大切である。」としている。この
記述は、保育保健の基本であり、保育保健の重
要性が提示されている。
さらに、注目したいことは、同じ第5章の後
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半の記述に、「保育所は、第1章（総則）、第3
章（保育の内容）等の関連する事項に留意し、
次に示す事項を踏まえ、保育しなければならな
い。」と記載されていることである。保育にお
いては、子どもの健康と安全が、あらゆる保育
の実践よりも優先されるものであるということ
を示していると受け取ることができる。子ども
の健康が保持されてはじめて、実際の保育が可
能であるという意味であるといっては、我田引
水であろうか。
指針における子どもの健康に関する活動内容
は、小児医学・小児保健学さらに小児栄養学等
の専門性を機軸に記述されていることはいうま
でもない。それ故、保育関係者にとっては、聖
域的な印象を与えてしまい、一般の保育とは無
縁なもの、時には侵さざるべきもの、というよ
うに思われていたのではなかろうか。指針の根
底に流れているものは、専門性が強いものであ
ろうが、指針においては保育現場で実践できる
ことが記載されている。これは当然のことであ
り、保育に携わる人材が、が主体性を持って実
践できなければ意味がないことである。上記の
指針「第5章：健康および安全」の書き出しの、
後段のもつ意味を保育現場では、十分に理解し
てほしいと痛感する。
4.4 第5章「健康及び安全」について
（1）基本的理念
本章の書き出しに記載されているが、子ども
の健康と安全は、子どもの生命の保持と健やか
な生活の基本である。これは保育保健の基本的
理念として先にも記述した通りである。このよ
うに子どもの生命の保持が、保育にて何にも勝
るのであることを明記してある。さらに、保育
現場の特性である「個」と「集団」の「双方」
の健康を考えることは、基本的理念として強調
されている。これらの実践は、保育の中の「養
護」に相当するが、保育のもう一つの要素の
「教育」に関する内容も挙げておくことが必要
であろう。それは、子ども自身の健康について
の関心と行動の育ちを支えることも重要である
ことを示している。
また、保健、健康の問題は、一般に病気や事
故等による傷害に対処することのように思われ
がちである。このことも大切な問題ではあるが、
生命の保持と情緒の安定に対応できるように、
心身の健康の保持増進を図ることのほうが本来
の保育保健の目的であることを確認しておきた
い。
（2）第5章「健康及び安全」の構成
本章は、「子どもの健康支援」、「環境及び衛
生管理並びに安全管理」、「食育の推進」及び
「健康及び安全の実践体制」から成り立ってい
る。
①子どもの健康支援
・子どもの健康状態並びに発育・発達状態の把
握
・健康増進
・疾病等への対応
ここでは、保育保健の実践における最も基本
となることが示されているともいえる。保育は、
子ども一人一人の心身の状態に応じて実践され
なければならないとされ、ここではその実践に
ついての具体的内容が提示されている。
②環境及び衛生管理並びに安全管理
・環境及び衛生管理
・事故防止及び安全対策
ここでは、子どもの健康や生活の確立の必要
な保健的な管理の実践、安全の確保について
の実践が提示されている。
③食育の推進
・食育
・特別な配慮を要する子どもの食生活
今日重視されている食育を、保育において実
践する方向性を提示してある。また、保育現
場において、食生活の実践、食事の提供に際
して、種々の配慮を要する子どもについても
記述されている。
④健康及び安全の実施体制
子どもの健康と安全、加えて不適切な養育・
虐待に関する活動の実施における施設長の責
務、保育職員の協力、保護者や地域の関係機関
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との連携の必要性を強調している。
以下、各項目について簡単に解説をしたい。
（3）子どもの健康支援
この健康支援は、子どもの健康の保持増進を
目的とする保育の原点につながる事項の記述で
ある。ここでは、適切な保育の実践に向けての
基本的留意事項が挙げられ、以下、健康増進に
ついて、疾病に対する対応、について記載され
ている。適切な保育の実践は、子どもの心身の
健康増進の基本であり、生活リズムの確立にお
いて最も大切である。それが、健康支援の中核
を成すとみなしてもよかろう。
①健康状態の把握：子どもの健康状態の把握
は、保育における最重要項目として位置付
けられる。その場合、登園時から帰宅する
までと保育実践の中での把握（健康観察）、
生育歴に基づく把握、専門的な把握（健康
診断）、等に区分できる。また、毎日の登園
時の保護者による子どもの健康状態に関す
る報告（方法は各保育所ごとに異なること
もある）が行われている。これらを総合し
て、子どもの状態を把握した上で、毎日の
保育を実践することが期待される。
なお、個々の子どもの健康状態に把握は、
その子どもの疾病異常の早期発見につなが
り、そのまま全園児の健康状態の把握と疾
病の罹患状況を把握することができ、例え
ば、感染症の流行に関して早期に対策を講
じることができるようになる。
②発育・発達状態の把握：これは、上記の健
康状態の把握と同じくらいに重要である。
これには、継続的に実施されることが望ま
しく、この把握によって健康状態や生活実
態の評価も可能にする。身体発育は、定期
的な身体計測（身長・体重・胸囲・頭囲）
によって行い、計測値の評価は乳幼児身体
発育値によることが有効である。また、肥
満・痩せ等の評価も必要で、カウプ指数が
便利である。
③健康診断：嘱託医による子どもの健康状態
の医学的把握の実践である。その結果とし
て、子どもの罹病状況も把握できる。なお、
歯科医によって、歯牙及び口腔内の健診が
行われる。健康診断は、嘱託医によって行
われるが、保育士は決して無関心でいるわ
けには行かない。担任の一人一人の子ども
の日々の健康状態・生活の状況等について、
嘱託医に伝達することが望ましい。時には、
家庭での状況についても、保護者からの情
報を伝えたり、保護者の疑問の仲立ちをす
ることも必要になろう。なお、児童福祉施
設最低基準には、健康診断は年間の実施回
数が定められているが、ここに示された回
数では乳児期や若年幼児では決して十分で
はない。保育所にしても、他の児童福祉関
係の施設の健康診断等は、現在では、乳児
について必ずしも適切に定められていない
ので、われわれの研究班では一つの案を提
示したこともある。
これら上記の健康観察・身体計測の結果、健
康診断の結果は、当然のことながら保育に反映
されるだけでなく、家庭へも連絡して家庭にお
ける育児や健康管理に役立てることが望まれ
る。また、結果によっては、不適切な養育・虐
待の早期の発見につながることもあり、特に、
毎日の子どもの観察は非常に有効であることも
指摘されている。
④健康増進：子どもの健康の保持増進は、
個々の子どもに対する適切な保育によって
はじめて可能になり、上記の子どもの適切
な把握によってもたらされる。また、健康
増進の基本は、子どもの発達段階に応じた
生活リズムの確立にある。必要に応じて、
子どもや保護者に対する健康教育も実施す
る。
⑤疾病等への対応：保育中における疾病異常
の発生時における対応について、医師との
連携の必要性を述べている。また、看護職
の配置における連携のあり方も述べている
が、これは今年度から実施されている自園
型病児保育の実施につながるものといえる。
現実の問題として、保育中に体調のよくな
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い子どもが見つかったときには、保護者の
迎えまでの間、保育が継続されていること
が多いことは否定できず、これを適切に実
施できるように配慮された措置といえるの
ではなかろうか。
保育現場では、感染症を避けることはできな
い。ここでは感染症対策については、保育所全
体が感染症の発生について確認できるようにす
るとともに、保護者や職員には予防の重要さを
認識させ、特に、予防接種や出席停止期間の遵
守等の子どもの予防対策の重要性が明記されて
いる。なお、出席停止期間は、病気の子どもか
ら病原体の排泄時期に相当するので感染予防の
意味が強いが、さらに病気の子どもの回復の促
進という意味もある。
また、保育現場では、保育中の「薬」に関し
ては、いつも、どこでも問題になることである。
今回の改定に先立って、厚生労働省医政局長通
知によって保育士の与薬ができるようになった
ために、指針の解説書にはその旨の記述があり、
現在の多くの地域におけるの問題解決の一助に
なるものと思われる。
子どもの疾病異常の中で、保育において特に
留意しなければならぬものも少なくない。現行
の指針にも乳幼児突然死症候群、アトピー性皮
膚炎などの記述はあるが、加えて発達障害にも
配慮を求めることも必要であろう。
子どもの疾病異常に関する対応は、なかなか
難しい問題を含んでいる。感染症における出席
の時期の問題、保育所における薬の取り扱いの
問題、これらのことで、保育現場は困惑してい
る事態が多い。このことに対しては、一保育所
だけで解決できないことも多いので、地域の保
育関係（特に行政）の一致した見解の下に実施
できるようにすることも望ましい。
今日の保育において、病気の子どもの取り扱
いについては、病児・病後児の保育の実施が打
ち出されている。特に、自園型病児保育が今年
度から始まり、子どもを持つ保護者にとっては
一つの朗報であろう。
（3）環境及び衛生管理並びに安全管理
①環境保健と衛生管理：保育の現場で子ども
の健康な生活の維持に必要な保育室等の環
境保健と手洗い等の子どもの健康習慣確立
に関して記載されている。
②事故防止及び安全対策：保育中の事故防止
対策の確立、災害対策について記述されて
おり、特に、事故や災害に伴って発生する
子どもの心の健康上の問題（心的外傷後ス
トレス障害―PTSD）への対処の必要性を述
べてある。
保育現場における危機管理の重要性は、保育
職員全体に十分に認識されていなければ成らな
い。事故は子どもの未熟性と密接な関係のある
ことはよく知られているが、子どもの事故は多
くは予防できる。事故防止は、その子どもの発
育・発達状態、健康状態、性格、生活実態、家
庭における養育状況、さらに保育者の行う保育
の状態を適切に把握して実践しなければならな
い。その主流は、環境整備と安全教育であり、
子どもの発達状態に応じて、職員全体で適切に
取り組むことが必要である。
（4）食育の推進
①食育について
食育に関する記述は、今回の改定の最も
大きな話題の一つであろう。今日のわが国
の食生活の実態から見て、食育の必要性は
否定しない。しかし、現場では、余りにも
大きくのしかかった問題として取り扱われ
ているようである。特に、自家菜園で野菜
を栽培し、その収穫物を子どもに調理をさ
せて、子どもに食べさせたり、することが
食育というように受け取られているようで
ある。子どもの食育の目的は、「食を通じた
子どもの健全育成」であり、子どもの食べ
る意欲を育てることが主たる目標としてい
るはずである。その趣旨を理解していない
ために、指針に対するパブリックコメント
を求めたときに、「野菜を栽培して、その収
穫の感動に重点を置くべきか、食べる際に
手を洗うことに主眼を置くべきか」といっ
た不可思議な質問が出てくることになって
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しまうのである。
食育は、子どもの発育・発達に応じた食
生活の確立のもとに、子どもの食べる力を
育てることである。それ故、まず子どもに
適切な食事の提供が不可欠であることをし
っかりと認識したい。これは、栄養教育で
もない。子どもは栄養の意義を理解し、自
分が食べることの意味を確認する。食べ物
が提供される筋道を知って、食べ物に感謝
し、調理してくれた人に感謝する気持ちの
育成等が、日常の食生活を通じて理解され
ることが大切である。これは、毎日毎日実
践される適切な保育の中でこそ確立できる
のである。その場合に、保育の実践の中に
取り組めるように配慮すれば、おのずから
「食育の計画」が確立されるであろう。また、
それが、食事だけではなく、保育中のいろ
いろな場面で「食」に関する内容が出現す
る。そのときにも、食育は実践できるはず
である。食育がイベント主流ではないこと
を認識されたいものである。
②特別の配慮を要する食事
子どもの食事は、子どもの発育・発達状
態や健康状態に応じて提供されなければな
らない。そのためには、子どもの状態につ
いては、適切に把握し、その結果は栄養関
係職員に伝えられることが必要である。こ
の意味で言えば、子どもの食事はいつも
「特別に配慮」を要するのである。すなわち、
授乳・離乳・幼児食というように、子ども
の心身の発達状態、特に、摂食機能の発達
状態に応じた食事が適切に提供されること
は、保育の基本である。
一般に、配慮を要する事例とは、疾病異
常、発達上の問題、に伴う場合を指すこと
が多いが、特に、食物アレルギー、発達に
異常のある子ども、体調のよくない子ども
においては、食事には十分に配慮が望まれ
る。
食物アレルギーの子どもには、そのアレ
ルギーの原因となる食物（アレルゲンとい
う）を除いた食事を提供する。これを除去
食といい、医師の指示によって実践するこ
とが望ましい。しかし、安易に食物の制限
をすれば、子どもの健康障害や発育上の問
題の発生につながる。保育現場も保護者も、
このことを十分に理解し、安易な食事制限
は慎むように指導したい。
病児・病後児保育が実施されているが、
その子どもの病状に応じた食事の提供は、
病状の悪化を防ぎ、回復を早めるとともに
治癒後の普通の生活をしっかりと確立させ
ることができるように配慮されなければな
らない。医師の指示とその状態に応じた食
事の献立つくりが適切にできるように人的
条件（臨床栄養士―病態栄養に通じている
栄養士）の配置等の体制の確立が不可欠で
ある。
（7）健康及び安全の実施体制
今回の改定において、注目すべきことの一つ
に、「施設長の責務」がある。従来も施設長の
機能は充実したものでなければならないと思わ
れるが、その点については、今回は非常に強く
指摘されている。この章に記述されている内容
が、施設長の責務に基づいて適切に実施される
内容が保育保健の充実につながることを強く指
摘してある。と同時に、全職員が子どもの健康
と安全に関して共通の理解が必要であり、適切
に機能分担と連携に基づいた協働が基本となる
ことを示されている。
実は、施設長の資格については、法的な基準
がない。これでは、適切な対応が可能であるは
ずはない。保育保健という視点から見ると、施
設長の機能は、保育保健の専門職同士を如何に
効率的に連携させるかということとそれらの専
門職と保育士との密接な連携が図れるかという
ことである。
また、地域の保健領域の社会資源との連携、
保護者との連携についても、施設長の適切な働
きかけも不可欠である。そのためには、施設長
は広い視点を持ち、保健の実践における具体的
な活動に適切に判断ができる人材が期待され
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る。
今回の改定においては、小学校との連携が新
しい内容として挙げられている。子どもの健康
についても適切な連携が求められる。個人情報
を如何に適切な活用できるかという問題は、一
つの保育所だけの問題ではなく、地域全体の課
題として展開することも十分に考慮すべきであ
ろう。小学校とすれば、子どもの健康状態、特
に疾病異常の有無に関する情報が得られること
を期待することも予想される。この点に関して
は、それぞれの地域における基本的基準の策定
も必要になるものと思われる。
この実施体制が確立することは、保育保健の
実効性を向上させることにつながるが、体制の
確立にはそれなりの知識と技能を得る努力が必
要であろう。その場合には、公立も私立もなく、
特に前者では行政の姿勢が重要であろうと思わ
れる。その体制のなかで、人的条件の確立が不
可欠であり、ここでは嘱託医・看護職・栄養関
係職員の質量の両面での充足が望まれる次第で
ある。嘱託医については、保育現場ではいろい
ろな問題が指摘されている。
先にも述べたように、嘱託医の7割は、保育
所には年2回にしか行かないという調査結果が
ある。このことは、健康診断のときしか保育所
に行かないことを意味している。また、保育現
場では嘱託医よりも、専門医を頼りにしている
ことは比較的少なくないという結果も示されて
いるが、もっと、嘱託医を効率的に活用する手
段を配慮したいものである。
保健という観点から、看護職の配置は急務で
あろう。すなわち、日常の保育における子ども
の健康管理の向上は言うに及ばず、病児・病後
児保育の実施には不可欠な人材であることを考
えると、今後さらなる多くの看護職を配置する
とともに、現在働いている人材の質的向上を図
ることも必要である。何故ならば、現在配置さ
れている人材については、保育現場や保護者の
間では、好評である場合が多く、この点も注目
すべき事項であろう。
また、保育職の保健に関する質的向上を図る
ためにも、この分野の研修のあり方を、施設長
の裁量を含め、十分に検討されたいものである。
特に、この分野は、施設内研修の実施は比較的
困難であることから、地域内の施設との協同に
よる開催、地域の保健医療機関の協力のもとに
実施するなど、多角的に実施方法を検討する必
要があろう。
4.5 アクションプログラムにみる保育保健
今回の改定と時を同じくして、厚生労働省は、
「保育所における質の向上のためのアクション
プログラム」を発表している。これは、「新待
機児童ゼロ作戦」において、「国及び地方公共
団体において、保育所における質の向上のため
のアクションプログラムを策定し、質の向上の
ための保育所の取組みを支援する」こととして
示されている。この観点から、このアクション
プログラムを踏まえて、地方公共団体は、各地
域の実情に応じた保育所の質の向上に向けての
アクションプログラムを策定することが望まし
いといっている。
アクションプログラムは、2008年度から5年
間に実施するように定められており、その具体
的内容としては、①保育実践の改善・向上、②
子どもの健康及び安全の確保、③保育士等の資
質・専門性の向上、④保育を支える基盤の強化、
である。ここに示すように、子どもの健康・安
全、換言すれば保育保健に関してのプログラム
が提示されており、保育保健の重要性が確認で
きるのではなかろうか。その内容としては、保
健・衛生面の対応の明確化、看護師等の専門的
職員の確保の推進、嘱託医の役割の明確化、特
別の支援を要する子どもの保育の充実、地域の
関係機関等との連携、であり、保育現場での保
育保健の重要性を裏付けることになるととも
に、今後、ますますその重要性が大きくなるこ
とを示唆するものともいえる。特に、看護職等
の専門的職員の確保に、地方公共団体が努力す
ることの必要性を国が認めてそれを支援する方
針を決めたことになる。ということは、保育保
健には看護職が欠くことのできない人材である
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ことを証明しているとも言える。そして、看護
職が乳児保育の要員ではなく、本来の保育保健
の業務に従事することを目的とすることにもつ
なげることができると思われる。
また、嘱託医の役割についても、それを明確
にすることをあげており、健康診断以外の嘱託
医の業務の改善を図り、さらに、保育保健の充
実に向けてより一層の嘱託医の意識改革も望ま
れる。
このようにアクションプログラムに示された
ということは、保育保健の重要性をさらに強硬
なものとすることにつながり、母子保健に従事
するものとしては大いに慶ばしいことである。
5．保育所保育指針と保育士養成
保育指針は、保育の基本を示すものであり、
保育士を志すものにとっては、必ず習得してお
かなければならぬものである。換言すれば、保
育士養成においては必須科目に相当するといっ
ても過言ではない。しかし、養成に携わる人材
のうち、保育指針をどれくらい認識しているか
が疑わしい。それは、（社）全国保育養成協議
会（石井哲夫会長）の機関が主催する研修会等
に講師として参加していて感じることである。
特に、子どもの健康と安全に関する内容につい
ては、他人事のように思っている人が多いこと
に気がついた。それ原因としては、養成機関に
おける小児保健領域、小児栄養領域の科目の担
当者に常勤の教員が非常に少ないことに由来し
ているのではばかろうか。これらの科目では、
専門性が強いことから「聖域」的な扱いを受け
る位置付けにあるためでもあろう。改定指針の
第5章「健康及び安全」が、すべての章、換言
すれば保育実践そのものの基本となっているこ
とを認識すれば、上記のような姿勢は許されな
いものであろう。養成に携わる人材誰もが率先
して、子どもの健康について認識されたいもの
である。そして、受講生に保育指針について適
切に指導されることを期待する。これは、保育
の業に就いたときには最も重要なことであるだ
けでなく、自分自身の子育てや家庭や地域にお
ける子育て支援を志すものにとって子育ての基
本的理念を習得できるからである。
ちなみに、筆者は、東洋英和女学院大学の保
育士等の養成を担当している。もちろん、先に
述べた上記の領域の教育においては、保育指針
の子どもの健康と安全に関する内容について
は、講義や演習等で習得できるように心がけて
いる。これらの科目の真髄は、子どもの健康の
持つ意味、子育ての基本理念を習得させること
であって、子どもの健康や生命の保持に関して、
広い観点から考えることができる保育士の養成
に重点をおいている。
6．おわりに
今回の保育所保育指針が改定された機会に、
保育における子どもの健康の持つ意味を理解
し、そのために必要な実践である保育保健につ
いて述べた。また、その保育保健の実践の基盤
になる保育指針について解説をした。この新し
い保育指針は、2009年4月1日より施行される。
保育保健は、わが国の母子保健上にも重要な
位置付けにあることから、また父母や家族にと
っても最も期待される子育て支援の実際である
ことから、更なる充実に期待したい。
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